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Ⅰ　決　算　書

（Ⅰ）　平　成　 　年　度　仙　台　市

収益的収入及び支出

収　　　　　　入

円 円 円 円

第１款

第1項 営 業 収 益

第2項 営 業 外 収 益

第3項 特 別 利 益

支　　　　　　出

予備費
当初予算額 小　　　　計

支出額

円 円 円 円 円

定による支

第３項の規

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

地方公営企業法第 条

出額に係る財源充当額

円
出額

業法第 条

補 正 予 算 額 流用増減額

地方公営企

予　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　

予　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　額

合　　　　　　　計
区　　　　　　　　　分

水 道 事 業 収 益

区　　　　　　　　　分

△

第１款 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

第4項

第1項

第2項

第3項 特 別 損 失

営 業 外 費 用

予 備 費

－　　－1



　　水　道　事　業　決　算　報　告　書

円 円

（うち，仮受消費税及び地方消費税 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

地 方 公 営 企

業 法 第 条

第 ２ 項 の 規

定 に よ る 繰

越額

円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

円）

備　　　　　　　　　　考
合　　　　　計

不　用　額

額

予　算　額　に　比　べ

決　算　額　の　増　減
決　　算　　額

決　　算　　額

地方公営企業

法第26条第２

項の規定によ

る繰越額

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

（   　　  　　　　  〃
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資本的収入及び支出

収　　　　　　入

円 円

固 定 資 産
売 却 代 金

そ の 他
資本的収入

支　　　　　　出

継 続 費
当 初 予 算 額

逓 次 繰 越 額
円 円 円 円 円 円

よ る 繰 越 額 に 係

第 条 の 規 定 に
繰 越 額 に 係 る

円

△　

円

増減額 よ る 繰 越 額

第1項 企 業 債

第2項

地方公営企業法区　　　　　　　　分

第5項 開 発 負担金

第6項 負 担 金

第7項

補 正 予 算 額

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

流 用

△　

小　　　　　計 第 条の規定に

地 方 公 営 企 業 法

区　　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

る 財 源 充 当 額 財 源 充 当 額

水 道 事 業

円

資 本 的 収 入

継 続 費 逓 次

小　　　　　計

第１款

第4項 国 庫 補助金

出 資 金第3項 △　

△　

△　

△　

資本的収入額が資本的支出額に不足する額9,117,375,203円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

第2項 企業債償還金

第１款
水 道 事 業

第1項

資 本 的 支 出

△　建 設 改良費

△　
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円 円 円 △減

継 続 費 不　用　額
合　　　　　計

逓 次 繰 越 額
円 円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（　　　　　　　　　　　　〃

円）

　721,449,498円，過年度分損益勘定留保資金6,407,023,122円及び減債積立金1,988,902,583円で補てんした。

決　　　算　　　額
合　　　　　　計

予算 額に 比べ

決算 額の 増減

（うち，仮受消費税及び地方消費税

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

円）△　　

円△　　

円

円繰越額に係る財源

繰越額に係る財源△　　

△　　

繰越額に係る財源

円）

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

△　　

（うち，仮受消費税及び地方消費税

（    　　  　　　　  〃 円）

（   　　  　　 　　  〃 円）

備　　　　　　　　　考決　　算　　額
合　　　　　計

よ る 繰 越 額

第 条の規定に

地方公営企業法
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1　　平成 年度仙台市水道事業損益計算書
（平成 年 月 日から平成 年 月31日まで）

（単位   円）

△913,611,865

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

国 庫 補 助 金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 益

水 道 加 入 金

受 水 費

資 産 減 耗 費

不 動 産 賃 貸 料

他 会 計 補 助 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

固 定 資 産 売 却 損

（Ⅱ）　　財　　務　　諸　　表

総 係 費

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

特 別 利 益

経 常 利 益

支 払 利 息

受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

営 業 収 益

営 業 利 益

営 業 費 用

浄 水 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

原 水 費

配 水 費

給 水 費

業 務 費
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2　　平成 年度仙台市水道事業剰余金計算書

受贈財産
評価額

工事負担金
国庫(県)
補助金

開発負担金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入

減債積立金の積立

当年度変動額

企業債償還に充当

資本剰余金の受入

一般会計出資金の受入

当年度純利益

注　△表記は，減少，損失又は欠損を示す。

3　　平成 年度仙台市水道事業剰余金処分計算書（案）

（単位　円）　

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 

資本金への組入 △ 

減債積立金の積立 △ 

（繰越利益剰余金）

注1　△表記は，減少を示す。

注2　未処分利益剰余金 4,932,570,421円については，1,988,902,583円を資本金に組み入れ，2,943,667,838円を減債積立金に

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

　　資　本　剰　余　金　　　　　

　　　（平成 年4月1日から平成 年3月31日まで）

資　本　金
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（単位　円）　

　　　剰　余　金

　　

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

減債積立金
未処分

利益剰余金
利益剰余金

合計

△ 3,619,065,822 △ 1,630,163,239

△ 3,619,065,822 △ 1,630,163,239

△ 1,630,163,239 △ 1,630,163,239

△ 1,988,902,583

（繰越利益剰余金）

△ 1,988,902,583

△ 1,988,902,583

（当年度未処分利益剰余金）

積み立てる。

資本合計
利　益　剰　余　金
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4　　平成 年度仙台市水道事業貸借対照表
（平成 年 月31日）

資      産     の     部

ｲ

ﾛ

△ 

ﾊ

△ 140,432,719,091

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

ﾍ

△ 

ﾄ

△ 

ﾁ

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ｲ

ﾛ

△ 

△ 

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

水 利 権

出 資 金

未 収 金

施 設 利 用 権

地 上 権

ダ ム 使 用 権

建 設 仮 勘 定

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

   （単位   円）

貯 蔵 品

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 その 他 の 資 産 合 計

器 具 備 品

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産
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負     債     の     部

ｲ

ｲ

ﾛ

ｲ

ｲ

ﾛ

ｲ

△ 10,559,437,663

ﾛ

△ 16,630,344,003

ﾊ

△ 

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

引 当 金

修 繕 引 当 金

企 業 債 合 計

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 的 収 入

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負 債 合 計

未 払 費 用

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

預 り 金

受 贈 財 産 評 価 額

固 定 負 債 合 計

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額
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資     本     の     部

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ｲ

そ の 他 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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Ⅱ 決算附属書類

（Ⅰ） 平成 年度仙台市水道事業報告書

概 況

総 括 事 項

本年度の水道事業は，「仙台市水道事業中期経営計画」（平成 ～ 年度）に基づき，計画に掲

げる事業を着実に推進し，強くて安心な水道，エコで持続可能な水道づくりに取り組みながら，お

客さまへの安全・安心で良質な水道水の安定供給に努めてまいりました。

事業実績につきましては，年間総配水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千

立方メートル（ ％）増，年間有収水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千立

方メートル（ ％）増となり，有収率は前年度より ポイント低下して ％となりました。

経営面につきましては，災害に強い施設・システムの整備，災害対応力の強化，水質管理の徹底

など，強靭性や安全性の向上に取り組むとともに，水道料金のクレジットカード決済や基本料金の

日割り計算の開始，アセットマネジメントの推進など，お客さまサービスの向上や経営基盤の強化

にも努めました。

次に，建設改良事業につきましては，配水管整備事業で，基幹管路の新設工事や配水支管の更新

工事などを行い， 億 千 百万円を支出し，配水管延べ メートルを布設しました。また，

施設整備事業では，青葉山隧道改良工事，荒巻配水所更新工事，災害時給水栓設置工事などの災害

対策関連事業を行ったほか，茂庭浄水場ＰＡＣ注入設備更新工事，福岡取水場粉末活性炭注入設備

新設工事などを行い， 億 千 百万円を支出しました。

財政状況につきましては，収益的収支（消費税及び地方消費税抜き）において，総収益 億

千 百万円に対し，総費用 億 千 百万円で，差引 億 千 百万円の純利益となりました。

以上が決算の概況でございますが，今後も計画的かつ効率的な事業運営による経営基盤の強化や

サービスの向上に努め，安全で良質な水道水を安定的に供給していくことを通じて，お客さまと地

域社会に一層信頼される水道事業を目指してまいります。
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　(2)　議会議決事項

平成 平成

平成 年度仙台市水道事業会計予算繰越しに関する件

第 号 平成 年度仙台市水道事業会計利益処分及び決算認定に関する件

第 号 平成 年度仙台市水道事業会計補正予算（第1号）

第 号 平成 年度仙台市水道事業会計予算

　( )　職員に関する事項

イ （管理者を除く）

人 人 人

ロ

平成 年 月 日改定を行い，平成 年 月 日から適用した。

計

給 与 改 定

合 計

事 務 職 員
資 本 勘 定

所 属 部 門
技 術 職 員

事 務 職 員

平 成 年 度

損 益 勘 定

所 属 部 門
計

区 分

技 術 職 員 △ 

職 員 数

平 成 年 度 増 減 （ △ 減 ）

議 決 年 月 日件　　　　　　　　　　　　　　　名議 案 番 号

報 告 第 号

提 出 年 月 日
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工　　　　　事

　建設改良工事の概況 （単位　　円）

イ 配水管整備事業

金　　額

乗用自動車

口径500粍若林配水幹線（郡山四丁目地内）

ロ 施設整備事業

金　　額

福岡取水場粉末活性炭注入設備新築工事ほか

茂庭浄水場PAC注入設備更新工事ほか

乗用自動車ほか

液体クロマトグラフ質量分析計ほか

荒巻配水所更新工事ほか

ハ 受託等工事

金　　額

口径150・200粍花京院一丁目地内配水支管新設及び

口径150・200粍二木字笠神地内配水管災害復旧工事ほか

建 設 仮 勘 定

器 具 備 品

車 両 運 搬 具

機械及び装置

構 築 物

計

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

件　　　　　　　　　　　　　名

建 物

区　　　分

口径75・100・150・200粍南光台東一丁目地内構 築 物

福岡取水場粉末活性炭注入棟新築工事ほか

計

車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

新設工事（その2）ほか

土 地 荒巻配水所用地

配水支管更新工事ほか

計

構 築 物

建 設 仮 勘 定

中央一・三丁目・一番町二丁目地内配水支管移設工事ほか
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　保存工事の概況 （単位　　円）

件　　　　　　　　　　　　　名 金　　額

中原浄水場自家発電設備ガスタービン修繕工事

口径500・700粍泉中央四丁目及び根白石字養賢堂地内ゴム可とう管修繕工事

茂庭浄水場西ろ過池屋上防水及び外壁改修工事

茂庭浄水場釜房取水塔内取水盤修繕工事

口径150粍福岡藤沢橋添架管更生工事及び口径400粍泉中央一丁目地内
仕切弁設置工事

茂庭配水幹線大野田水管橋及び太白配水幹線1号・2号水管橋塗装替工事

錦ヶ丘低区配水所屋上防水・外壁改修工事

口径500粍鈎取山配水幹線（八木山本町一丁目地内）伸縮可とう管修繕工事

福岡浄水場濃縮槽汚泥掻寄機分解整備修繕工事

口径100・250粍塩沢水管橋塗装替工事

作並浄水場管理本館屋上防水・外壁改修工事

茂庭浄水場舗装修繕工事

湯元送水ポンプ場送水ポンプ整備工事

五ツ森配水所屋上防水・外壁改修工事

茂庭浄水場高架タンクフラップゲート修繕工事

計
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3　業　　　　  務
  (1)  業   務   量

ｍ３ ｍ３ ｍ３ ％

ｍ３ ｍ３ ｍ３ ％

栓 栓 栓 ％

  (2)  事業収入に関する事項

％

  (3)  事業費に関する事項

％

△ 　 皆減

皆増

△ 　

△ 　

△ 　

△    

△ 　1,080,817,404

△ 　

△ 　

△ 　

△ 　

皆増

比     率

皆減

△ 　

円

増 減 （ △ 減 ） 比     率

比                      較

△ 　

△ 　

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

総 係 費

皆増

△ 　

△ 　

△ 　

円 円

業 務 費

資 産 減 耗 費

比                      較
増 減 比     率

比                      較

減 価 償 却 費

△ 　

増 減 （ △ 減 ）

円

計

繰 延 資 産 償 却

支 払 利 息

営 業 外 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 損 失

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

計

給 水 費

科　　　　　　　　　　目

受 託 工 事 費

配 水 費

受 水 費

浄 水 費

円

過 年 度 損 益 修 正 益

国 庫 補 助 金

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

そ の 他 特 別 利 益

営 業 費 用

原 水 費

固 定 資 産 売 却 益

特 別 利 益

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

水 道 加 入 金

不 動 産 賃 貸 料

長 期 前 受 金 戻 入 △ 　

平 成 28 年 度平 成 29 年 度

営 業 収 益

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

使 用 給 水 栓 数

営 業 外 収 益

受 取 利 息

科　　　　　　　　　　目

給 水 収 益

事　　　　　　　　　　項

平 成 28 年 度平 成 29 年 度

円
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4  会　　　　　計

　( 　重要契約の要旨

イ　 工　事　関　係

契 約 の 内 容

平成

茂庭浄水場4・9号配水池耐震補強工事 （株）

綱木坂送水ポンプ場非常用発電設備 （株）
更新工事

南中山配水所耐震補強工事 （株）

口径75・100・200粍太白一丁目地内 （株）
配水管更新工事

口径100・150粍志波町地内配水管更新工事 （株）

口径100・150粍卸町東一丁目地内 （株）
配水管更新工事

ロ　 物　品　関　係

契 約 の 内 容

平成

接線流羽根車式水道メーター（口径20mm） （株）

接線流羽根車式水道メーター（口径20mm） （株）

液体クロマトグラフ質量分析計 （株）

仙台ガス水道工業

ニ ッ コ ク

円

契約年月日

契約年月日

円

契 約 金 額

契 約 金 額

東 北 サ イ エ ン ス

契 約 の 相 手 方

契 約 の 相 手 方

安 部 日 鋼 工 業

産 電 工 業

ア ズ ビ ル 金 門

安 部 日 鋼 工 業

本 山 振 興

仙塩管工事センター
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　(2)　企業債及び一時借入金の概況

　　 イ　　企        業        債

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

（株）七 十 七 銀 行

（株）仙 台 銀 行

　 　ロ　　起　　債　　前　　借

借　　入　　先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

　 　ハ　　一　時　借　入　金

前　年　度　末　残　高 　本年度中における借入残高最高額 本　年　度　末　残　高

円 円 円

計

借　　入　　先

財 務 省

地方公共団体金融機構

杜 の 都 信 用 金 庫

計

財 務 省
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5　そ　　の　　他

(1)　他会計補助金の使途について

他会計補助金 円については，水道料金減免に対する補助金として職員給与

広域化対策に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），旧簡易水道

事業に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），災害復旧事業に

（特定収入以外），水源開発に要する経費として企業債利息に 円（特定収入以外），

費に 円（特定収入以外），児童手当負担金として児童手当に 円

要する経費として固定資産撤去費に 円（特定収入）をそれぞれ充当した。■■■
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1　キャッシュ・フロー計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

　　　 （単位   円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

○当年度純利益（△は純損失）

○減価償却費

○固定資産除却費

○固定資産売却損益（△は益） △ 

○固定資産譲渡損

○退職給付引当金の増減額 △ 

○賞与引当金の増減額

○法定福利費引当金の増減額

○修繕引当金の増減額 △ 

○長期前受金戻入額 △ 1,347,592,831

○受取利息及び受取配当金 △ 

○支払利息

○過年度損益修正損益（△は益）

○未収金の増減額（△は増加）

○たな卸資産の増減額（△は増加）

○前払費用の増減額（△は増加） △ 

○未払金の増減額 △ 

○未払費用の増減額 △ 

○預り金の増減額 △ 

○小計

○利息の支払額 △ 1,158,750,493

○業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

○有形固定資産の取得による支出 △ 8,978,083,079

○有形固定資産の売却による収入

○無形固定資産の取得による支出 △ 

○国庫補助金等による収入

○投資活動によるキャッシュ・フロー △ 8,434,646,729

財務活動によるキャッシュ・フロー

○建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

○建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 5,551,517,315

○他会計からの出資による収入

○リース債務返済による支出 △ 

○財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

(Ⅱ)　そ　の　他　の　書　類
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款 項 目 節 金　　　　額 備 考

円

水道事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

分 水 料 金

受 託 工 事 収 益

受託給水工事収益

その他受託工事収益

その他営業収益

手 数 料

下 水 道 負 担 金

共同導水路負担金

消 火 栓 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営業外収益

受 取 利 息

預 金 利 息

不 動 産 賃 貸 料

土 地 賃 貸 料

水路工作物賃貸料

その他不動産賃貸料

水 道 加 入 金

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国庫 （ 県 ） 補 助金

開 発 負 担 金

その他資本的収入

雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

そ の 他 雑 収 益

国 庫 補 助 金

国 庫 補 助 金

特 別 利 益

固定資産売却益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

過年度損益修正益

収 益 合 計

2　　収 益 費 用 明 細 書

収               益
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款 項 目 節 金　　　　額
円

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

報 償 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

浄 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

費               用

備　　　　考
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

受 水 費

受 水 費

配 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

補 償 金

食 糧 費

負 担 金
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

保 険 料

公 課 費

給 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

公 課 費

受 託 工 事 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

修 繕 費

路 面 復 旧 費

保 険 料

公 課 費

業 務 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

旅 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

負 担 金

保 険 料

総 係 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

退 職 給 付 費 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

賃 金

報 酬

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

旅 費

報 償 費

被 服 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 金

研 修 費

予算額

交 際 費 円

食 糧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

諸 謝 金

公 課 費

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

たな卸資産減耗費

固定資産撤去費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

企 業 債 利 息

借 入 金 利 息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

固定資産売却損

固定資産売却損

その他特別損失

固定資産譲渡損

費 用 合 計
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(1)　有形固定資産明細書

(2)　無形固定資産明細書 　（単位　円）

当 年 度

減 少 額

水 利 権

地 上 権

ダ ム使用権

施設利用権

建設仮勘定

計

当 年 度

増 加 額

リ ー ス 資 産

資産の種類
年 度 当 初

現 在 高

機 械 及 び 装 置

建 物

構 築 物

建 設 仮 勘 定

計

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

固　　　　定　　　　資　　　　産

資 産 の 種 類 年度当初現在高

土 地

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

減 価 償 却 高

当 年 度

現 在 高

年 度 末
備 考
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　（単位　円）

　（単位　円） (3)　投　資　明　細　書 　（単位　円）

出 資 金

計

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

当 年 度 減 少 額 累 計

明　　　　　細　　　　　書

備　　　考
年 度 当 初

現 在 高

当 年 度

－

資産の種類

－

当 年 度 年 度 末

減 少 額増 加 額

－

備　　　　　　　考

－

当 年 度 増 加 額
年度末償却未済高

－

－

現 在 高
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

昭和 平成

年度 政府債　（財務省） 元.

年度 政府債　（財務省） 元.

平成

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

企 業 債 明 細 書

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額
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(単位　円)

平成

-　 宮城地区拡張事業

-　 湯元地区簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

企 業 債 明 細 書

未 償 還 残 高 発行価額 利 率 備 考

年 ％

償 還 終 期
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）
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未 償 還 残 高 発行価額 利 率 備 考償 還 終 期

平成

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 施設改良事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 借換債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）
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未 償 還 残 高 発行価額 利 率 備 考償 還 終 期

平成

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（泉地区拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 上水道高料金対策借換債（第５次拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 上水道高料金対策借換債（泉地区拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（宮城地区拡張事業）

-　 上水道高料金対策借換債（配水管整備事業）

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 借換債　（七十七）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（杜の都）

年度 借換債　（仙台）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 借換債　（七十七）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 銀行等引受債　（杜の都）

年度 銀行等引受債　（仙台）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 銀行等引受債　（七十七）

年度 銀行等引受債　（仙台）
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未 償 還 残 高 発行価額 利 率 備 考償 還 終 期

平成

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（泉地区拡張事業）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（宮城地区拡張事業）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（宮城地区拡張事業等）

-　 借換債（簡易水道事業）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（宮城地区簡易水道事業等）

-　 借換債（泉地区拡張事業等）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 借換債（第５次拡張事業等）

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

償 還 高
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

平成 平成

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

計
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備 考償 還 終 期未 償 還 残 高 発行価額 利 率

-　 ［長期債に 配水管整備事業（起債前借）

　借り換える日］

-　 ［長期債に 施設整備事業（起債前借）

　借り換える日］

年 ％
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i　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～58年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・水利権 20年

・地上権 5年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当す

る金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

（Ⅲ）　　注　記　事　項

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
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（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

4．消費税等の会計処理

ii　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

1．重要な非資金取引

iii　貸借対照表に関する注記

1．企業債の償還に係る他会計の負担

iv　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

v　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 円

　1年超 円

　　計 円

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

る支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

当年度，新たに計上した受贈財産に係る資産及び負債の額は，それぞれ 円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

破産更正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

リース料総額が 万円以上かつリース期間が 年超のファイナンス・リース取引については，

リース料総額が 万円未満又はリース期間が 年以内のファイナンス・リース取引については，

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税

等については，当年度の費用として処理している。

当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は，それぞれ

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は， 2,343,424,604円である。

267,761,000円である。

計上している。

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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vi　その他の注記

1．修繕引当金に関する経過措置

2．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

平成 年度において，退職手当として 円を支給するため，退職給付引当金

395,682,214円を使用した。

平成 年度において，期末手当・勤勉手当として 円を支給するため，賞与引当金

228,390,365円を使用した。

平成 年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 円を支出する

平成 年度において，不納欠損による損失として 円が発生したため，貸倒引当金

ため，法定福利費引当金41,242,049円を使用した。

4,764,338円を使用した。

平成 年 月 日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩

すこととする。なお，平成 年度において，修繕費として 円を支出するため，

修繕引当金 399,025,000円を使用した。
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平 成 年 度

仙台市水道事業会計決算書

再生紙を使用しています。


